
（凡例） ：官民協議会の開催 ：期間中に関係者が行う取組

北極海航路に係る官民連携協議会

【協議会開催の背景】
○近年、夏季における北極海域の海氷面積が減少傾向にある中、北極海航路
を利用した船舶の航行実績が増加している。
○一方、北極海航路に関しては、利用動向や利活用のための課題に関する
情報が少ない状態にあり、官民で協力して情報収集を行う必要がある。
○平成２６年５月に関係省庁、民間企業等を構成員とした「北極海航路に係る
官民連携協議会」を設置し、現在まで計３回開催した。
○今般、平成２７年の航行実績に関する情報や政府及び民間企業の取組に
関する情報の共有等を目的として第４回協議会を開催する。

【協議会の位置付け】
○北極海航路に関する政府の取組内容の発信
○同航路の利用者である海運事業者や荷主などの
関係者からの情報提供
○同航路の利活用促進に向けた官民の意見交換

北極海航路

【協議会の構成員】
○国土交通省関係部局 （※事務局は国土交通省総合政策局）

○関係省庁
（内閣官房総合海洋政策本部事務局、外務省、文部科学省）

○財団法人、社団法人等
○民間企業（エネルギー関係、船社関係、商社関係）

【協議会の開催時期（実績）】
○第１回 平成２６年５月 ○第２回 平成２７年１月
○第３回 平成２７年６月

民間企業：北極海航路に関する経営判断材料の蓄積
行政機関：北極海航路に関する政策立案の促進
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官民連携協議会を5~6月頃と1～2月頃の年２回程度開催

（5～6月頃）
その時点での
最新情報を共有

（7～11月頃）
北極海航路の
航行シーズン
（同航路の利用を
通じた情報収集）

（1～2月頃）
シーズン中に
得られた新たな
情報の共有・分析

次年度（5～6月頃）
その時点での
最新情報を共有

（2～5月頃）
次期シーズンに向けた
各種検討・情報収集
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